
出資法人等経営評価書（企業会計用） 整理番号 25 　　
　

　 令和5年7月１日現在
県所管部課

電話番号
Ｅ-mailアドレス　

千円 設立年月日

出資順位 出資額(千円)

1 8,308,800 82.8%

2 1,731,000 17.2%

3

4

5

その他

設　立
目　的

［事業の概要］ （単位：千円）

令和2年度 令和3年度 4

605,913 647,086 688,705

79.8% 79.0% 79.8%

153,197 172,183 174,229

20.2% 21.0% 20.2%

0.0% 0.0% 0.0%

0 0 0

0.0% 0.0% 0.0%

全体事業 759,110 819,269 862,934

100.0% 100.0% 100.0%

＜ から県民のみなさまへ＞

10,039,800

その他
事　業

全体割合
指定管理者

全体事業に占める割合

事業1～3以外

全体事業に占める割合

出資比率

千葉県

　日立有料道路外３路線及びみらい平駅前駐車場
外３箇所の維持管理を実施

茨城県道路公社

［法人の概要］

内　　　　　　　　　　　　容事　　　業　　　名

出　　　　　　　資　　　　　　　者　　　　　　　名

土木部　道路維持課

０２９－３０１－１１３１

http://www.i-road.or.jp

昭和46年9月25日

所　　   在   　　地

代　　表　　者　　名

水戸市笠原町９７８－２５

理事長　羽成英臣（常勤）

honsha@i-road.or.jpホームページＵＲＬ

資本金（基本財産）

主　　な
出資者

　茨城県の区域及びその周辺の地域において、その通行又は利用について料金を徴収することができる道路の
新設、改築、維持、修繕その他の管理を総合的かつ効率的に行うこと等により、この地域の地方的な幹線道路
の整備を促進して交通の円滑化を図り、もって住民の福祉の増進と産業経済の発展に寄与することを目的に、
茨城県が設立団体となって昭和４６年９月２５日に設立された。

　　当公社は、昭和４６年の創立以来、幹線道路の整備を促進して交通の円滑化を図り、住民の福祉の増進
と産業経済の発展に寄与してまいりました。これまでに、１２の有料道路を建設し、霞ヶ浦大橋有料道路など
８路線を無料開放しております。
　 また、利用促進策による収益の確保に努め、将来にわたり経営の安定化を図るため経営改革に職員一丸
となって取り組んでいるところです。
　現在、日立有料道路など４路線及びつくばエクスプレスみらい平駅前駐車場など４箇所を管理運営しており
ますが、今後とも安心してご利用いただける有料道路・有料駐車場の運営に努めてまいります。
　皆様にはより一層ご利用いただけますよう、よろしくお願いいたします。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和６年２月　　理事長　羽成　英臣

管理事業

受託事業

事業３

茨城県道路公社

全体事業に占める割合

全体事業に占める割合

事業２

　茨城県から次の事業を受託し、実施。
・主要地方道常陸那珂港南線及び接続道路の道路
　管理
・県管理国道、県道の道路巡回調査

事業１

茨城県

年度令和
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企業会計用
[経営状況] 茨城県道路公社 (単位：千円）　

増減数
売上高 43,665
売上原価 12,360

売上総損益金額 31,305
販売費及び一般管理費 9,486
うち役員人件費(原価計上分含む) △ 178
うち職員人件費(原価計上分含む) △ 23,363

営業損益金額 21,819
営業外収益 4,809
営業外費用 36,717

△ 10,089
0

△ 8,751
0

△ 1,338
△ 109,995

△ 73,449
△ 36,546

0
△ 115,301

△ 84,902
0

△ 30,399
△ 221,358

5,306
0

5,306
その他 0

補助金 0
委託料 2,046

0
0

合　　　計 2,046
財政的関与の割合（％） △ 0.8

△ 171,358

△ 50,000

合　　　計 △ 221,358

増減P
△ 4.6
△ 0.1
△ 0.0

0.0
△ 1.3
220.9
△ 1.0

［組織］

　 県派遣 県OB 　 県派遣 県OB 　 県派遣 県OB

2 0 2 2 0 2 2 0 2 0
2 2 0 2 2 0 2 2 0 0

計 4 2 2 4 2 2 4 2 2 0
管理職 2 0 0 2 0 0 3 0 0 1
一般職 3 0 0 3 0 0 2 0 0 △ 1

87 90 95 5
計 92 0 0 95 0 0 100 0 0 5

29.4 千円
年

千円6,257.6
5 55.6 歳

プロパー職員平均給与(年額)

合計 平均年齢
6,553.0

常勤役員平均報酬(年額)

令和4年度

956,515

32.9%

借入金償還による減

0.1%0.0%

令和5年

0.6%1.9%

増減数

0.0

増減理由

0.1%

758.4%

23.9%

備　考

自己資本利益率
販売費・一般管理費／売上高　

当期利益/自己資本

0
174,229172,183

527,637
657,000

20.2%
153,197

607,000

23.8%28.2%

燃料費等による増

2,597

0
174,229

10,039,800

0

21,657,656
5,307

0

増減理由
料金収入による増
工事費による増

735,157
10,042,397

償還による預金減

前年度退職手当支出による減

償還準備繰入額による増

15,933

862,934
505,895

令和4年度令和3年度

205,025

令和2年度

253,215
213,774

819,269
462,689

195,539
15,083

356,580 387,885
475,049

15,261
292,346

6,645

161,041

0

11,615,259

11,522,657
956,515

581,285
21,767,651

182,860

0

9,797
187,102

248

5,555

268,983

92,602

507,836

0
21,149,820

177,504

21,186,366

0 0

21,755,702

0 0
11,730,560

21,163,023
592,679

0

損
益
の
状
況

759,110

経常損益金額

特別損失 507

150,385
15,644

39,441
277,671

0
8,999

0

85,047
120,510

3,471

3,978
0

11,553,056

1,184,637

10,037,091

0

1,184,637

令和3年度
37.5%

178,157
20.2%

735,157
557,000

0

令和2年度
38.7%

172,183

349,515
21.0%

10,039,800
△ 2,709

10,039,800

2

～20代 30代 40代

0 0 0 3

50代 60代

貸付金

0

役員

　

548.4%
3.4%

327.5%

0.0

令和3年

流動資産／流動負債　
借入金残高／総資本　

0.5%
流動比率

0.0

常勤理事・監事
７月１日現在の人数

0 0
0

令和4年

4.4%5.4%

78,147

11,647,110

153,197

11,725,257

借入金比率

売上高経常利益率

固定負債

流動負債

固定資産

利益剰余金

純資産

借入金残高（期末）

売上高／総資産

その他（分担金・負担金・出資金等）

人件費比率
主要経営指標

県
財
政
関
与
状
況

資本金

0
0

△ 9,355

0

10,030,445

区　　　　　　分

法人税・住民税・事業税

うち短期借入金

うち長期借入金

4,988

特別利益

プロパー職
員平均勤続

年数

人件費／売上高

嘱託・臨時職員等
職員

常勤職員（嘱
託・臨時職員を
除く）の年齢構
成

非常勤理事・監事

経常利益／売上高

当
期

当期純損益金額

負債

流動資産

貸
借
対
照
表

総資産回転率

販売管理費比率

損失補償・債務保証契約に係る債務残高（期末）

算式等

資産

繰延資産
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設立目的に沿った、
事業を運営している。

また、ホ－ムペ－ジ
の活用等による広報活
動及び利用サ－ビスの
向上に努めている。

今後の事業展開の方向
及び法人の将来展望

　現在、有料道路４路線と有料駐車場４箇所を管理運営している。
　有料道路については、回数券の販売促進や共通休日特別通行券の配布などの利
用促進策による収益の確保に努め、長期借入金等を計画どおり償還し、将来にわ
たり経営の安定化を図り、公社設立の目的である住民の福祉の増進と産業経済の
発展に寄与していく。

県の貸付金及び政府貸
付金等の建設資金借入金
を着実に返済している。
経費の削減や有料道路の
利用促進による料金収入
の確保に努め、引き続き
事業の安定化を図ってい
く。

経費の削減や有料道路
の利用促進による料金収
入の確保に努め有料道路
事業の収入支出の差額で
ある一般企業の利益の部
分を償還準備金として計
上し、県の貸付金及び政
府貸付金の借入金を着実
に返済していく。

目的適合性 計画性 組織運営健全性

合計 9987

［法人の自己評価（経営概況、経営上の課題・対策等）］

20

法人が行っている事業と当初の設立
目的が適合しているか

47 88%

財務健全性

組織運営健全性
組織､人事､財務等の内部管理体制が
適切に整備･運用され､かつ情報公開
による透明性の確保が適切か

経営目的、経営方針が各種計画に反
映され、計画・実行・見直しが行わ
れているか

財務健全性
法人の財務体質が健全であるか、ま
た、各事業の採算性がとれているか

　茨城県の区域及びその周
辺の地域において、その通
行又は利用について料金を
徴収することができる道路の

評点

19

169

85%

84%

15

20

［評点集計］

効率性 11

組織運営健全性

評価の視点

目的適合性

評価項目数

計画性

10

8

9

17

企業会計用
茨城県道路公社

警　戒　指　標

満点

20

20

得点率

95%

100%

75%

20

《評価の視点》

効率性
業務規程等に基づき、

内部統制を図っている。
また、ホ－ムペ－ジで公
開するなど、健全な組織
運営に努めている。

19

　有料道路の管理運営
を中核事業として、中
期計画に基づき、業務
目標を設定し経営改善
を推進している。
また、収支予測の結果
を検証しながら、経営
の効率化・安定化を図
っている。

目的適合性

計画性

組織の管理運営上における人的・物
的な経営資源が有効活用されている
か

効率性

財務健全性

0%

20%

40%

60%

80%

100%
目的適合性

計画性

組織運営の健全

性
効率性

財務の健全性

経営評価
ﾚｰﾀﾞｰﾁｬｰﾄ
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［法人担当課の意見］

1

2

1

2

1

2

［総合評価］

100.0%

135.7 100.0% 136.8

借入金償還準備金
百万
円

2,128

収支率（純収入／純支
出）効

率
性

％ 116.0

2,224

125.7

2,4452,353 100.0%

総合的所見等
に係る対応

令和４年度は新型コロナウイルス感染症流行の影響から回復しつつあり、有料道路及び有料駐
車場について増収であったことから、引き続き、利用状況を踏まえつつ、増収方策に取り組むと
ともに経費の削減を図り、県の長期貸付金の返済が計画的に行われるよう指導していく。

また、令和６年度からの中期経営計画の策定に当たっては、新型コロナウイルス感染症流行の
影響等を踏まえ、交通量や駐車場需要を適切に見積もり、実態に即した計画となるよう指導す
る。

公社の解散時期については、財務内容や運営状況を注視し指導監督するとともに、県負担が最
少となる時期を見極めながら適切な解散時期を判断していく。

効率性 財務健全性計画性

総合的所見等

令和４年度は、有料道路料金収入について、４路線いずれも前年度より交通量が増えたことか
ら、全体で６３２百万円（前期比６．９パーセント増）となった。また、駐車場料金収入につい
ては、筑波山つつじヶ丘駐車場が減収となったが、ほか３箇所は増収となったため、全体で
５６百万円（前期比１．４パーセント増）となった。

有料道路及び駐車場事業については、引き続き、県や地元市町村等と連携した利用促進により
料金収入を確保するとともに、より一層の経費削減に努め、県からの長期借入金が計画的に返済
されるよう財務基盤の強化を図られたい。

また、令和６年度からの新たな中期経営計画の策定に当たっては、有料道路予測交通量の適切
な把握や料金徴収期間満了による減収等を踏まえ、実態に即した計画となるよう十分検討された
い。
　　県所管課は、県への借入金返済に支障が生じることがないよう、法人の財務内容及び運営
  状況を注視し、指導監督するとともに、将来的に県負担の最少となる時期を見据えながら、
  適切な解散時期を判断されたい。

672

1

148.7

組織運営健全性

696

222 222 100.0% 177

2,305

経
営
目
標 1

688 100.0%

229

3

平均目標達成度

取組みを強化すべき視点 目的適合性

506

有料道路・有料駐車場
料金収入

百万
円

605

481

R2実績

6 100.0%5

235

463 100.0%495

R4目標値 R4実績 達成度(%)

万台

区分 指　　標　　名 R3実績

計画性

健
全
性

借入金返済額
百万
円

当期利益
百万
円

432

組織運営健全性
地方道路公社法の趣

旨に沿って、事業運営
がなされている。

法人担当課の意見

［経営目標］

目的適合性 財務健全性

事
業
成
果

有料道路・有料駐車場
通行台数・利用台数

646

R5目標値単位

　有料道路及び駐車場の利用促進を図り、収益の確保と併せて更なる経費の削減に積極的に取り
組み、引き続き経営基盤の強化が図れるよう指導していく。

中期経営計画に基づ
き、経営の効率化、安定
化に努めている。

業務規程等に基づき、
内部統制を図っている。
また、ホ－ムペ－ジで公
開するなど、健全な組織
運営に努めている。

有料道路の料金徴収業
務の直営化や駐車場料金
徴収の自動化により、業
務の効率を図っている。

有料道路等の利用促進
や経費の削減に努め、建
設資金借入金及び県貸付
金を着実に償還していく
必要がある。

効率性

改善の余地あり概ね良好 大いに改善を要する改善措置が必要
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